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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第29期

第１四半期連結
累計期間

第30期
第１四半期連結
累計期間

第29期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 （千円） 828,189 844,011 2,788,126

経常利益または経常損失

（△）
（千円） 57,572 62,821 △11,783

四半期純利益または当期

純損失（△）
（千円） 53,702 61,672 △5,896

四半期包括利益または包

括利益
（千円） 44,502 47,721 △8,626

純資産額 （千円） 2,468,264 2,462,856 2,415,135

総資産額 （千円） 3,228,343 3,248,979 3,171,551

１株当たり四半期純利益

または１株当たり当期純

損失（△）

（円） 10.33 11.87 △1.13

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 76.5 75.8 76.1

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第29期第１四半期連結累計期間および第30期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益は、潜在株式が存在しないため、第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。　

　　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。　

　

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要などを背景とした緩やかな回復

傾向にある一方で、欧州の債務問題に起因する金融市場の混乱や円高の長期化、電力の安定供給に対する懸念、さら

には消費増税議論に伴う消費マインドの変化など、景気の先行きへの不透明感が払拭できない状況の中で推移いた

しました。

カーアフターマーケットにおきましては、当社での販売比率が高い国内では徐々に持ち直しの動きが見られまし

たが、経済情勢と同様に一進一退を繰り返しており、カー用品全体では未だ本格的な回復には至っておらず、依然と

して厳しい経営環境となりました。

このような情勢のもと、当社グループでは地域毎に適した各種キャンペーンの実施と合わせて、平成24年１月か

ら発売を開始したボリュームゾーン向け新製品「STREET ADVANCE DAMPER」の推販に注力してまいりました。また

国内では、話題の新型スポーツカーに製品を装着したデモカーを投入し、販売店での試乗体感イベント等を実施す

るとともに、取材対応などの広報活動にも活用して媒体露出度を高めるなど、販売の増加に向けた取り組みを鋭意

おこなってまいりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は844百万円（前年同四半期比15百万円、1.9％増）、経常利益

62百万円（前年同四半期比5百万円、9.1％増）、四半期純利益61百万円（前年同四半期比7百万円、14.8％増）とな

りました。　

　　

(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ77百万円増加し、3,248百万円となりました。

なお、現金及び預金は、前連結会計年度末に比べ185百万円増加し、1,836百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ29百万円増加し、786百万円となりま

した。

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度に比べ47百万円増加し、2,462百万円となり

ました。これは主として利益剰余金の増加によるものであります。    　

　

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。　

　

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は61百万円であります。　　

EDINET提出書類

株式会社テイン(E02242)

四半期報告書

 3/12



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,609,000

計 26,609,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）　
（平成24年８月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,652,250 6,652,250

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で

あります。

計 6,652,250 6,652,250 － －

　　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年６月30日 － 6,652,250 － 217,556 － 215,746

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　1,458,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　　5,193,300 51,933 －

単元未満株式 普通株式　     　　550 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 6,652,250 － －

総株主の議決権 － 51,933 －

　

②【自己株式等】

　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社テイン

神奈川県横浜市戸塚区

上矢部町995－１
1,458,400 － 1,458,400 21.92

計 － 1,458,400 － 1,458,400 21.92

　　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　　
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,651,800 1,836,954

売掛金 321,592 309,296

商品及び製品 534,538 457,736

仕掛品 55,874 46,674

原材料及び貯蔵品 119,449 109,661

その他 62,321 59,967

貸倒引当金 △71 △43

流動資産合計 2,745,504 2,820,246

固定資産

有形固定資産 207,561 212,194

無形固定資産 18,743 16,941

投資その他の資産

その他 202,992 202,846

貸倒引当金 △3,250 △3,250

投資その他の資産合計 199,742 199,596

固定資産合計 426,046 428,732

資産合計 3,171,551 3,248,979

負債の部

流動負債

買掛金 177,483 201,745

その他 226,075 227,179

流動負債合計 403,559 428,925

固定負債

退職給付引当金 140,236 142,081

役員退職慰労引当金 159,753 162,265

その他 52,867 52,849

固定負債合計 352,857 357,197

負債合計 756,416 786,122

純資産の部

株主資本

資本金 217,556 217,556

資本剰余金 215,746 215,746

利益剰余金 2,575,811 2,637,484

自己株式 △473,429 △473,429

株主資本合計 2,535,684 2,597,357

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △120,549 △134,500

その他の包括利益累計額合計 △120,549 △134,500

純資産合計 2,415,135 2,462,856

負債純資産合計 3,171,551 3,248,979
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 828,189 844,011

売上原価 508,340 531,705

売上総利益 319,849 312,305

販売費及び一般管理費 246,147 254,318

営業利益 73,701 57,987

営業外収益

助成金収入 1,755 －

受取手数料 663 5,382

試作品等売却収入 667 2,404

その他 3,498 1,069

営業外収益合計 6,584 8,856

営業外費用

為替差損 21,112 4,022

その他 1,600 0

営業外費用合計 22,713 4,022

経常利益 57,572 62,821

特別損失

固定資産売却損 － 75

特別損失合計 － 75

税金等調整前四半期純利益 57,572 62,745

法人税、住民税及び事業税 3,870 1,072

法人税等合計 3,870 1,072

少数株主損益調整前四半期純利益 53,702 61,672

四半期純利益 53,702 61,672
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 53,702 61,672

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △9,199 △13,950

その他の包括利益合計 △9,199 △13,950

四半期包括利益 44,502 47,721

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 44,502 47,721
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【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純

利益はそれぞれ126千円増加しております。

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費含む。）は、次のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

減価償却費 18,483千円 15,479千円

　　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、自動車用サスペンションの製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。　

　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 10円33銭 11円87銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 53,702 61,672

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 53,702 61,672

普通株式の期中平均株式数（株） 5,193,800 5,193,800

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　　

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　

　

平成24年８月８日
株式会社テイン
取締役会　御中

　

　新日本有限責任監査法人
　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 小 野 木 幹 久　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 石　田　大　輔　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社テインの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から
平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して
実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて
限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テイン及び連結子会社の平
成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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